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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第17期

第１四半期連結
累計(会計)期間

第16期

会計期間
自平成20年４月１日
至平成20年６月30日

自平成19年４月１日
至平成20年３月31日

売上高（千円） 11,009,930 38,002,105

経常利益（千円） 81,629 1,278,558

四半期（当期）純利益（千円） 47,062 547,369

純資産額（千円） 8,566,662 8,581,583

総資産額（千円） 20,046,197 20,705,824

１株当たり純資産額（円） 138,457.82 138,698.98

１株当たり四半期（当期）純利益

金額（円）
760.64 11,947.92

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額（円）
－ －

自己資本比率（％） 42.7 41.4

営業活動による

キャッシュ・フロー（千円）
627,472 1,150,014

投資活動による

キャッシュ・フロー（千円）
△418,656 △975,991

財務活動による

キャッシュ・フロー（千円）
△681,253 △1,645,221

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高（千円）
1,988,427 2,460,865

従業員数（人） 1,276 1,147

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高に消費税等は含まれておりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため、記載してお

りません。
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２【事業の内容】

　　　当第１四半期連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な

変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。

３【関係会社の状況】

　　　当社と、当社の完全子会社であるネクサス㈱は、平成19年11月27日開催の取締役会において承認された合併契約書に

基づき、平成20年４月１日を期日として合併いたしました。

　　　これに伴い、当第１四半期連結会計期間より上記１社を連結の範囲から除外しております。 

　　　当該合併は当社を存続会社とする吸収合併方式で、これによりネクサス㈱は解散し、結合後企業の名称はクオール㈱

（当社）となりました。また、ネクサス㈱は当社の全額出資子会社であるため、合併による新株式の発行及び資本金

の増加はありません。 

名称 住所
資本金
（百万円）

主要な事業の内容
議決権の
所有割合
（％）

関係内容

ネクサス株式会社
宮城県仙台市宮

城野区
30 保険薬局事業 100.0 当社役員の兼任あり

　（注）主要な事業の内容欄には、事業の種類別セグメントの名称を記載しております。

４【従業員の状況】

(1）連結会社の状況

　 平成20年６月30日現在

従業員数（人） 1,276 (480)

　（注）１．従業員数は就業人員（当社グループからグループ外部への出向者は除き、グループ外からの出向者を含むほ

か、常用パートを含む。）であり、臨時雇用者数（パートタイマー、人材会社からの派遣社員を含む。）は、当

第１四半期連結会計期間の期末人員を（　）外数で記載しております。

２．従業員数が前連結会計年度末に比べ129人増加しましたのは、主として保険薬局事業の業容拡大に伴う定期

及び期中採用によるものであります。

(2）提出会社の状況

　 平成20年６月30日現在

従業員数（人） 1,173 (385)

　（注）１．従業員数は就業人員（当社から社外への出向者を除き、社外から当社への出向者を含むほか、常用パートを含

む。）であり、臨時雇用者数（パートタイマー、人材会社からの派遣社員を含む。）は、当第１四半期会計期間

の期末人員を（　）外数で記載しております。

２．従業員数が前事業年度末に比べ193人増加しましたのは、主として業容拡大に伴う定期及び期中採用、並びに

平成20年４月１日付で子会社１社を吸収合併したことによるものであります。
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第２【事業の状況】

１【生産、受注及び販売の状況】

(1）調剤

　当第１四半期連結会計期間の処方箋応需実績を地区別に示すと、次のとおりであります。

地区別

当第１四半期連結会計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年６月30日）

処方箋応需枚数
（千枚）

構成比（％）

東北 194 15.5

関東 842 67.4

東海・甲信越（中部） 153 12.3

その他（関西） 60 4.8

合計 1,249 100.0

(2）販売実績

①　当第１四半期連結会計期間の店舗数及び保険薬局事業部門売上を地区別に示すと次のとおりであります。

地区別

当第１四半期連結会計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年６月30日）

期末店舗数 構成比（％）

東北 33 16.6

関東 131 65.8

東海・甲信越（中部） 24 12.1

その他（関西） 11 5.5

合計 199 100.0

地区別

当第１四半期連結会計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年６月30日）

保険薬局事業部門
売上高
（百万円）

構成比（％）

東北 2,027 19.2

関東 6,602 62.6

東海・甲信越（中部） 1,424 13.5

その他（関西） 489 4.7

合計 10,543 100.0

　（注）上記の金額には、消費税等は含まれておりません。
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②　当第１四半期連結会計期間の売上高を事業部門別に示すと次のとおりであります。

事業部門別

当第１四半期連結会計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年６月30日）

金額
（百万円）

構成比（％）

保険薬

局事業

薬剤に係る収入 7,812 71.0

調剤技術に係る収入 2,573 23.4

一般薬等売上 157 1.4

小計 10,543 95.8

医療・医薬情報資材制作関連事業 362 3.3

医薬品治験関連事業 103 0.9

合計 11,009 100.0

　（注）上記の金額には、消費税等は含まれておりません。
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２【経営上の重要な契約等】

 　株式取得契約

　当社は、平成20年６月30日開催の臨時取締役会決議に基づき、平成20年７月31日をもって株式会社イムノファーマシー

大阪の発行済株式100％を取得し、子会社といたしました。

　詳細については、「第５経理の状況　１ 四半期連結財務諸表　注記事項（重要な後発事象）」に記載のとおりであり

ます。

３【財政状態及び経営成績の分析】

　文中の将来に関する事項は、当四半期報告書提出日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）が判断したも

のであります。

　(1）業績の状況

　当第１四半期連結会計期間（平成20年４月１日～平成20年６月30日）におけるわが国経済は、エネルギー・原材料

価格の上昇が影響し、企業収益の圧迫や家計の購買力低下を招いたことに加えて、昨年夏の米国サブプライム・ロー

ン問題に端を発した国際金融資本市場の動揺や海外経済をめぐる不透明感から、減速局面に推移しました。

　当社グループの属する保険薬局業界におきましては、２年に一度行われる診療報酬・薬価改定が実施されたこと、医

療費抑制を目的とした医療制度改革の諸施策展開により、引き続き厳しい経営環境が予想されております。

　このような環境のもと、当第１四半期における当社グループの売上高は11,009百万円、営業利益90百万円、経常利益81

百万円、四半期純利益は47百万円となりました。 　

　事業の種類別セグメントの状況は次のとおりです。

①保険薬局事業

　既存店の薬剤料売上の伸長に加え、前連結会計年度に開局した６店舗および昨年10月株式会社エーベルの吸収合併

により取得した64店舗の増収効果により、売上高は10,543百万円となりました。

②医療・医薬情報資材制作関連事業

　医療用製品の販促資材制作のほか、広告制作関連の新規受注獲得により好調に推移し、売上高は362百万円となりま

した。

③医薬品治験関連事業

　稼動プロトコールの増加、常駐施設の新規受注が業績に寄与したことから、売上高は103百万円となりました。

事業区別 　売上高　（百万円） 構成比　　（％） 

保険薬局事業 10,543　 95.8　

医薬品治験関連事業 103 0.9 

医療・医薬情報資材制作関連事業 362　 3.3　

合計 11,009 100.0 

（注）１.セグメント間の取引については相殺消去しております。

２.上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　(2）財務状態の分析

（資産）

  当第１四半期の資産合計は20,046百万円となり、前連結会計年度末から659百万円減少しております。

  主な内容としましては、借入金の返済を進めたことにより、現金及び預金が459百万円減少し、また、売掛金において

は、第１四半期は年度末に比較して売上が減少することから666百万円減少しております。一方、新店開発等により固

定資産合計では162百万円増加しております。

（負債）

  当第１四半期の負債合計は11,479百万円となり、前連結会計年度末から644百万円減少しております。

  主な内容としましては、借入金の返済を進めたことにより、短期借入金、一年以内返済長期借入金並びに長期借入金

等が合計で619百万円減少しております。

（純資産）

  当第１四半期の純資産合計は8,566百万円となり、前連結会計年度末から14百万円減少しております。

　主な内容としましては、当期純利益を47百万円計上しましたが、期末配当を行ったことにより連結利益剰余金を61百

万円使用している影響からとなっております。

　(3）キャッシュ・フロー

　当第１四半期連結累計期間における現金及び現金同等物の期末残高は、前連結会計年度末に比べ472百万円減少し
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1,988百万円となりました。

　当第１四半期連結累計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。  

 （営業活動によるキャッシュ・フロー）

　事業規模の拡張、合併による増収効果及び経費の抑制的運用の結果、税金等調整前四半期純利益80百万円、売上債権

の減少額666百万円及び仕入債務の増加額488百万円が主要な収入項目となります。他方、法人税等の支払額327百万円

及びたな卸資産の増加額268百万円が主要な支出項目となります。

 （投資活動によるキャッシュ・フロー）

　店舗の開局を目的とした有形固定資産及び無形固定資産取得による支出257百万円及び営業譲受による支出93百万

円が主要な支出項目となります。

 （財務活動によるキャッシュ・フロー）

　長期借入金の返済による支出379百万円及び社債の償還による支出40百万円が主要な支出項目となります。

(4）事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第１四半期連結会計期間において、当社が対応すべき課題について重要な変更はありません。

(5）研究開発活動

　該当事項はありません。
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第３【設備の状況】
(1）主要な設備の状況

　当第１四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

　

(2）設備の新設、除却等の計画

①当第１四半期連結会計期間において、前連結会計年度末に計画中であった重要な設備の新設について完了したも

のは、次のとおりであります。

　前連結会計年度末に計画しておりました愛知県保険薬局事業の新築工事については、平成20年６月に完了し、営

業を開始しております。　

　なお、その他の計画については重要な変更はありません。　

　

②当第１四半期連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設計画は次のとおりであります。　

会社名 所在地
事業の部門別
名称

設備の内容

投資予定金額
資金調達
方法

着手及び完了予定
完成後の
増加能力総額

（千円）
既支払額
（千円）

着手 完了

提出会社 愛知県 保険薬局事業 新築工事 104,600 14,905 自己資本 平成20年５月 平成20年11月 －　
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 120,000

計 120,000

 

②【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間末
現在発行数（株）
（平成20年６月30日）

提出日現在発行数（株）
（平成20年８月13日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 62,592 62,592

大阪証券取引所

（ニッポン・ニュー・

マーケット－「ヘラクレ

ス」）

－

計 62,592 62,592 － －

　

（２）【新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

（３）【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

平成20年４月１日～

平成20年６月30日　
－ 62,592 － 814,600 － 473,579

　

（５）【大株主の状況】

　大量保有報告書等の写しの送付等がなく、当第１四半期会計期間において、大株主の異動は把握しておりませ

ん。　
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（６）【議決権の状況】

　当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載す

ることができないことから、直前の基準日（平成20年３月31日）に基づく株主名簿による記載をしております。

①【発行済株式】

　 平成20年６月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式　　 720 －

権利内容に何ら限定の

ない当社における標準

となる株式

完全議決権株式（その他） 普通株式  61,872 61,872 同上

端株 － － －

発行済株式総数 62,592 － －

総株主の議決権 － 61,872 －

　

②【自己株式等】

　 平成20年６月30日現在

所有者の氏名又
は名称

所有者の住所
自己名義所有株
式数（株）

他人名義所有株
式数（株）

所有株式数の合
計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

クオール株式会社
東京都新宿区四谷

一丁目17番
720 － 720 1.15

計 － 720 － 720 1.15

　

２【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

月別
平成20年
４月

５月 ６月

最高（円） 91,500 123,000 139,000

最低（円） 86,000 86,300 107,000

　（注）最高・最低株価は、大阪証券取引所ヘラクレスにおけるものであります。

　

３【役員の状況】

　前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。　
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第５【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令

第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当第１四半期連結累計期間（平成20年４月１日から平

成20年６月30日まで）に係る四半期連結財務諸表について、ビーエー東京監査法人による四半期レビューを受けてお

ります。
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１【四半期連結財務諸表】
（１）【四半期連結貸借対照表】

（単位：千円）

当第１四半期連結会計期間末
（平成20年６月30日）

前連結会計年度末に係る要約
連結貸借対照表

（平成20年３月31日）

資産の部

流動資産

現金及び預金 2,480,790 2,940,574

売掛金 5,853,337 6,519,877

商品 1,333,962 1,072,480

貯蔵品 58,537 48,525

仕掛品 35,311 30,008

繰延税金資産 353,858 353,858

その他 254,104 231,345

貸倒引当金 △14,665 △19,342

流動資産合計 10,355,235 11,177,327

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） ※1
 1,636,642

※1，※2
 1,581,717

車両運搬具及び工具器具備品（純額） ※1
 409,653

※1
 375,825

土地 536,937 502,648

建設仮勘定 59,132 48,358

有形固定資産合計 2,642,365 2,508,549

無形固定資産

のれん 4,904,225 4,917,988

ソフトウエア 453,681 453,253

その他 56,348 42,206

無形固定資産合計 5,414,255 5,413,448

投資その他の資産

投資有価証券 113,883 120,981

長期貸付金 21,084 21,648

敷金及び保証金 1,228,531 1,195,056

繰延税金資産 76,590 76,514

その他 202,667 200,713

貸倒引当金 △8,415 △8,416

投資その他の資産合計 1,634,341 1,606,497

固定資産合計 9,690,961 9,528,496

資産合計 20,046,197 20,705,824
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（単位：千円）

当第１四半期連結会計期間末
（平成20年６月30日）

前連結会計年度末に係る要約
連結貸借対照表

（平成20年３月31日）

負債の部

流動負債

買掛金 7,549,519 7,061,107

短期借入金 － ※3
 200,000

1年内返済予定の長期借入金 726,218 897,902

1年内償還予定の社債 220,000 240,000

未払法人税等 44,657 377,073

賞与引当金 361,779 602,511

その他 758,839 675,934

流動負債合計 9,661,014 10,054,528

固定負債

社債 15,000 35,000

長期借入金 1,561,561 1,769,258

退職給付引当金 67,369 75,725

その他 174,589 189,729

固定負債合計 1,818,520 2,069,712

負債合計 11,479,534 12,124,241

純資産の部

株主資本

資本金 814,600 814,600

資本剰余金 6,767,005 6,767,005

利益剰余金 1,000,945 1,015,755

自己株式 △18,360 △18,360

株主資本合計 8,564,190 8,579,000

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 2,471 2,582

評価・換算差額等合計 2,471 2,582

純資産合計 8,566,662 8,581,583

負債純資産合計 20,046,197 20,705,824
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（２）【四半期連結損益計算書】
【第１四半期連結累計期間】

（単位：千円）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
　至　平成20年６月30日）

売上高 11,009,930

売上原価 9,977,643

売上総利益 1,032,286

販売費及び一般管理費 ※
 942,277

営業利益 90,009

営業外収益

受取利息及び配当金 520

受取家賃 1,724

受取手数料 8,633

その他 1,960

営業外収益合計 12,838

営業外費用

支払利息 12,826

持分法による投資損失 6,911

その他 1,481

営業外費用合計 21,219

経常利益 81,629

特別利益

貸倒引当金戻入額 4,338

特別利益合計 4,338

特別損失

固定資産除却損 1,967

店舗閉鎖損失 3,095

特別損失合計 5,062

税金等調整前四半期純利益 80,905

法人税等 33,843

四半期純利益 47,062

EDINET提出書類

クオール株式会社(E03476)

四半期報告書

14/27



（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：千円）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
　至　平成20年６月30日）

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益 80,905

減価償却費 117,960

のれん償却額 85,762

持分法による投資損益（△は益） 6,911

退職給付引当金の増減額（△は減少） △8,356

賞与引当金の増減額（△は減少） △240,731

貸倒引当金の増減額（△は減少） △4,677

固定資産除却損 1,967

受取利息及び受取配当金 △520

支払利息 13,198

たな卸資産の増減額（△は増加） △268,999

売上債権の増減額（△は増加） 666,540

仕入債務の増減額（△は減少） 488,412

その他 31,541

小計 969,914

利息及び配当金の受取額 520

利息の支払額 △15,235

法人税等の支払額 △327,726

営業活動によるキャッシュ・フロー 627,472

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 △78,756

定期預金の払戻による収入 66,103

有形固定資産の取得による支出 △217,654

営業譲受による支出 △93,525

無形固定資産の取得による支出 △39,866

貸付金の回収による収入 563

敷金及び保証金の差入による支出 △47,610

敷金及び保証金の回収による収入 3,745

その他 △11,655

投資活動によるキャッシュ・フロー △418,656

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） △200,000

長期借入金の返済による支出 △379,381

社債の償還による支出 △40,000

配当金の支払額 △61,872

財務活動によるキャッシュ・フロー △681,253

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △472,437

現金及び現金同等物の期首残高 2,460,865

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※
 1,988,427
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

　
当第１四半期連結会計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年６月30日）

１．連結の範囲に関する事項

の変更

（1）連結の範囲の変更　

　ネクサス㈱は平成20年４月１日付で当社

と合併いたしました。

（2）変更後の連結子会社の数　

　４社　

２．会計処理基準に関する事

項の変更

（1）たな卸資産の評価基準及び評価方法

の変更

　通常の販売目的で保有するたな卸資産の

評価基準については、従来、原価法によって

おりましたが、当第１四半期連結会計期間

より、「棚卸資産の評価に関する会計基

準」（企業会計基準第９号）が適用された

ことに伴い、原価法（収益の低下による簿

価切下げの方法）に変更しております。こ

の変更による損益の影響はありません。

　また、従来、たな卸資産のうち商品の評価

方法につきましては先入先出法を採用して

おりましたが、当第１四半期連結会計期間

より総平均法を採用しております。この変

更は、迅速な決算開示体制の構築と、期間損

益計算の適正化を目的とした在庫評価シス

テムの整備がなされたことによるものであ

ります。 

　なお、この変更による影響は軽微でありま

す。　

（2）リース取引に関する会計基準の適用　

　所有権移転外ファイナンス・リース取引

については、従来、賃貸借取引に係る方法に

準じた会計処理によっておりましたが、

「リース取引に関する会計基準」（企業会

計基準第13号）及び「リース取引に関する

会計基準の適用指針」（企業会計基準適用

指針第16号）を当第１四半期連結会計期間

から早期適用し、通常の売買取引に係る方

法に準じた会計処理によっております。

　また、リース資産の減価償却の方法は、

リース期間を耐用年数とし、残存価額をゼ

ロとして算定する定額法によっておりま

す。

　なお、リース取引開始日が、リース会計基

準等適用初年度開始前の所有権移転外ファ

イナンス・リース取引については、引き続

き通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会

計処理によっております。

　当第１四半期連結会計期間において新た

に当該変更の対象となるリース取引があり

ませんでしたので、従来の方法によった場

合に比べて、営業利益、経常利益及び税金等

調整前四半期純利益に与える影響はありま

せん。　

【簡便な会計処理】
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当第１四半期連結会計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年６月30日）

１．棚卸資産の評価方法 　当第１四半期連結会計期間末の棚卸高の

算出に関しては、実施棚卸を省略し、前連結

会計年度の実地棚卸高を基礎として合理的

な方法により算定する方法によっておりま

す。　

２．繰延税金資産及び繰延税

金負債の算定方法　　

　繰延税金資産の回収可能性の判断に関し

ては、前連結会計年度末以降に経営環境等、

かつ、一時差異等の発生状況に著しい変化

が無いと認められるので、前連結会計年度

末において使用した将来の業績予測やタッ

クス・プランニングを利用する方法によっ

ております。　　

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

　
当第１四半期連結会計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年６月30日）

１．税金費用の計算　　 　当連結会計年度の税引前当期純利益に対

する税効果会計適用後の実効税率を合理的

に見積り、税引前四半期純利益に当該見積

実効税率を乗じて計算する方法を採用して

おります。なお、法人税等調整額は法人税等

に含めて表示しております。　　　
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【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

当第１四半期連結会計期間末
（平成20年６月30日）

前連結会計年度末
（平成20年３月31日）

※１．有形固定資産減価償却累計額　 　1,937,484千円 ※１．有形固定資産減価償却累計額　 　1,876,931千円

　２．担保に供している資産

　平成20年６月末段階において、全ての担保設定は

解除されております。　　

※２．担保に供している資産

建物及び構築物 28,873千円

計  28,873千円

　３. 当社においては、運転資金の効率的な調達を行うため

取引銀行７行と当座貸越契約を締結しております。

これら契約に基づく当第１四半期連結会計期間末

の借入未実行残高は次のとおりであります。

当座貸越極度額の総額  1,690,000千円

借入実行残高 －千円

差引額  1,690,000千円

※３. 当社においては、運転資金の効率的な調達を行うた

め取引銀行７行と当座貸越契約を締結しておりま

す。これら契約に基づく当連結会計年度末の借入実

行残高は次のとおりであります。

当座貸越極度額の総額   1,690,000千円

借入実行残高 200,000千円

差引額   1,490,000千円

 　４. 当社は、当社及び当社グループの運転資金の安定かつ

効率的な調達を行うため、金融機関10行と、期間２

年間の長期のコミットメントライン契約を締結し

ております。

当第１四半期連結会計期間末におけるコミットメ

ントライン契約にかかる借入未実行残高等は次の

とおりであります。　　　　　

コミットメントライン 2,000,000千円

借入実行残高 －千円

差引額 2,000,000千円

　４. 当社は、当社及び当社グループの運転資金の安定かつ

効率的な調達を行うため、金融機関10行と、期間２

年間の長期のコミットメントライン契約を締結し

ております。

当連結会計年度末におけるコミットメントライン

契約にかかる借入未実行残高等は次のとおりであ

ります。　

コミットメントライン   2,000,000千円

借入実行残高  －千円

差引額   2,000,000千円

（四半期連結損益計算書関係）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年６月30日）

※　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次

のとおりであります。　

給与手当 250,758千円 

役員報酬 75,633千円 

地代家賃 53,830千円 

退職給付費用 8,458千円 

賞与引当金繰入額 58,827千円 

減価償却費 42,464千円 

のれん償却額 85,762千円 
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（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年６月30日）

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借

対照表に掲記されている科目の金額との関係

　（平成20年６月30日現在）　　

　（千円）　

現金及び預金勘定 2,480,790

預金期間が３ヶ月を超える定期預金 △492,362

現金及び現金同等物 1,988,427
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（株主資本等関係）

当第１四半期連結会計期間末（平成20年６月30日）及び当第１四半期連結累計期間（自　平成20年４月１日　至　

平成20年６月30日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
当第１四半期連結会計
年度末株式数（株）

発行済株式  

普通株式 62,592

合計 62,592

自己株式  

普通株式 720

合計 720

　

４．配当に関する事項

配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

配当の原資 
１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日

平成20年５月15日

取締役会
普通株式    61,872 利益剰余金 1,000 平成20年３月31日 平成20年６月27日
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（セグメント情報）

【事業の種類別セグメント情報】

　　当第１四半期連結累計期間（自 平成20年４月１日　至 平成20年６月30日）

 
 

保険薬局事業
（千円）

医療・医薬
情報資材制
作関連事業
（千円）

医薬品治験関
連事業
（千円）

計
（千円）

消去又は全社
（千円）

連結
（千円）

Ⅰ　売上高及び営業損益       

売上高       

(1）外部顧客に対する

売上高
10,543,768 362,374 103,787 11,009,930 － 11,009,930

(2）セグメント間の内

部売上高又は振替

高

－ 11,530 － 11,530 △11,530 －

計 10,543,768 373,905 103,787 11,021,461 △11,530 11,009,930

営業利益又は営業

損失（△）
190,249 △2,193 30,920 218,976 △128,966 90,009

（注）１.事業区分の方法

　　　　 市場及び販売方法等の類似性に基づいて、３つのセグメントに区分しております。

２.各事業区分の主要な内容

　　　　 ①保険薬局事業：健康保険法に基づく療養の給付の一環として、保険調剤業務を取り扱う薬局を経営す

る事業であります。

　　　　 ②医療・医薬情報資材制作関連事業：製薬会社が医療機関や薬局・薬店あるいは医薬品卸会社等に医薬

品の販売促進や適正使用普及を展開するために活用する各種媒体を用いた医薬情報資材制作の企

画・編集・制作の受託業務の事業であります。

　　　　 ③医薬品治験関連事業：新薬の開発過程において有効性・安全性等を適切に見極めるための臨床試験を

実施する医療機関を支援する事業であります。

３.営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた 配賦不能営業費用（128,966千円）の主なものは、当社

の総務・経理部門等管理部門に係る費用であります。

４.上記の金額には消費税等を含めておりません。

【所在地別セグメント情報】

当第１四半期連結累計期間（自平成20年４月１日　至平成20年６月30日）

本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び重要な在外支店がないため、該当事項はありません。

【海外売上高】

当第１四半期連結累計期間（自平成20年４月１日　至平成20年６月30日）

海外売上高がないため該当事項はありません。

（有価証券関係）

当第１四半期連結会計期間末（平成20年６月30日）

著しい変動がないため記載しておりません。

（デリバティブ取引関係）

当第１四半期連結会計期間末（平成20年６月30日）

　デリバティブ取引は、当第１四半期連結会計期間中に契約が終了したため当第１四半期連結会計期間末の残高

はありません。

（ストック・オプション等関係）

当第１四半期連結会計期間末（平成20年６月30日）

 　　　 該当事項はありません。
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（企業結合等関係）

当第１四半期連結会計期間（自平成20年４月１日　至平成20年６月30日）

　共通支配下の取引等

１．対象となった事業の名称及びその事業の内容、企業結合の法的形式、結合後企業の名称並びに取引の目的

を含む取引の概要

（1）対象となった事業の名称及びその事業の内容

　　　 事業の名称　ネクサス株式会社

　　　 事業の内容　保険薬局事業

（2）企業結合の法的形式　

　　 　当社を存続会社とする吸収合併（簡易合併）とし、ネクサス株式会社は解散いたしました。

（3）結合後企業の名称

　　　 クオール株式会社（当社）

（4）取引の目的を含む取引の概要　

　被合併会社であるネクサス株式会社は、当社全額出資の完全子会社であり、宮城県に９店舗、秋田県に

４店舗保険薬局を展開しております。今後、経営資源を集中させることにより、効率的な組織運営、サー

ビスの平準化、コンプライアンスの一元化を図り、競争力の強化を目指すため、合併することといたし

ました。

　

２．実施した会計処理の概要　

　「企業結合に係る会計基準」（企業会計審議会　平成15年10月31日）及び「企業結合会計基準及び事業分

離等会計基準に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第10号　最終改正平成19年11月15日）に基づき、

共通支配下の取引として処理しております。　
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（１株当たり情報）

１．１株当たり純資産額

当第１四半期連結会計期間末
（平成20年６月30日）

前連結会計年度末
（平成20年３月31日）

１株当たり純資産額 138,457.82 円 １株当たり純資産額 　    138,698.98円

２．１株当たり四半期純利益金額等

当第１四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年６月30日）

１株当たり四半期純利益金額 760.64 円

なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につい

ては、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　（注）　１株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

　
当第１四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年６月30日）

四半期純利益（千円） 47,062

普通株主に帰属しない金額（千円） －

普通株式に係る四半期純利益（千円） 47,062

期中平均株式数（株） 61,872
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（重要な後発事象）

当第１四半期連結会計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年６月30日）

  当社の平成20年６月30日の臨時取締役会において、株式

会社イムノファーマシー大阪の買収が決議され、平成20年

７月31日に全株式を取得いたしました。買収の概要は下記

の通りであります。

（1）買収の目的

　株式会社イムノファーマシー大阪の経営する保険薬局

は、大阪府を中心に24店舗一極集中にて出店しているこ

とにより、当社の推進するドミナント政策に合致するも

のであり、関西圏における重要な事業拠点として、確固

たる基盤形成に有効であると判断いたしました。株式会

社イムノファーマシー大阪の子会社化により、今後も関

西圏の事業展開を積極的に推進し、保険薬局事業のさら

なる強化を図ってまいります。

（2）株式取得の相手先の名称

杉村利史　他９名

（3）買収する会社の名称、事業内容、規模

 イ　名称

 　　株式会社イムノファーマシー大阪

 ロ　事業内容　

 　　保険薬局事業

 ハ　規模（平成19年９月期）　

 　  資本金　　　　  　 　10百万円

　　 営業利益　　　 　　 103百万円

  　 売上高　　　　 　 2,616百万円　　　　　　   

（4）株式取得の時期

平成20年７月31日

（5）取得する株式の数、取得価額及び取得後の持分比率

　 イ　取得する株式の数　　200株

　 ロ　取得価額　　　　　1,200百万円

　 ハ　取得後の持分比率　　100％

（6）支払資金の調達及び支払方法　　

　自己資金及び金融機関からの借入により調達しており

ます。　
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２【その他】

　該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】

　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成20年８月11日

クオール株式会社

取締役会　御中

ビーエー東京監査法人

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 原　伸之　　　印

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 齋藤　三知明　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているクオール株式会社の

平成20年４月１日から平成21年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結累計期間（平成20年４月１日から平成20年

６月30日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結

キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査

法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、クオール株式会社及び連結子会社の平成20年６月30日現在の財政状態並

びに同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと

信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

 追記情報

１．重要な後発事象に記載されているとおり、会社は、平成20年６月30日開催の取締役会において、株式会社イムノファー

マシー大阪の買収が決議され、平成20年７月31日に全株式を取得している。

２．四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更に記載のとおり、会社はたな卸資産のうち商品の評

価方法について、従来、先入先出法を採用していたが、当第１四半期連結会計期間より総平均法に変更している。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報告

書提出会社）が別途保管しております。

２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。

EDINET提出書類

クオール株式会社(E03476)

四半期報告書

27/27


	表紙
	本文
	第一部企業情報
	第１企業の概況
	１主要な経営指標等の推移
	２事業の内容
	３関係会社の状況
	４従業員の状況

	第２事業の状況
	１生産、受注及び販売の状況
	２経営上の重要な契約等
	３財政状態及び経営成績の分析

	第３設備の状況
	第４提出会社の状況
	１株式等の状況
	（１）株式の総数等
	①株式の総数
	②発行済株式

	（２）新株予約権等の状況
	（３）ライツプランの内容
	（４）発行済株式総数、資本金等の推移
	（５）大株主の状況
	（６）議決権の状況
	①発行済株式
	②自己株式等


	２株価の推移
	当該四半期累計期間における月別最高・最低株価

	３役員の状況

	第５経理の状況
	１四半期連結財務諸表
	（１）四半期連結貸借対照表
	（２）四半期連結損益計算書
	第１四半期連結累計期間

	（３）四半期連結キャッシュ・フロー計算書
	四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更
	簡便な会計処理
	四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理
	注記事項
	事業の種類別セグメント情報
	所在地別セグメント情報
	海外売上高


	２その他


	第二部提出会社の保証会社等の情報
	監査報告書

